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提訴の概要�

l ２０２２．１．２７提訴�
l 被告は東京電⼒ホールディングス株式会社�
l 請求額は１⼈、８８００万円〜1億１０００万円�
l 原告は６名【１７歳〜２８歳（福島原発事故時６
歳〜１６歳） 男性２名、⼥性４名】�
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 放射性物質放出量の各種試算結果 
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甲状腺とは 
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訴状20頁	



甲状腺がん治療のアルゴリズム（手順） 
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訴状24頁	



３ 何が争点になるか 
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l 損害賠償請求の要件�
  (1) 被告東電が原発事故を起こしたこと�
  (2) 原告らが甲状腺がんに罹患したこと�
  (3) 原発事故と原告らの甲状腺がんの因果関係�
l 被告の過失の⽴証は不要（原賠法に基づき被告は無
過失責任を負う）�
l 実質的に争点になるのは �
    (3)と原告らが受けた損害の評価�



⽴証責任論について原告らの考え⽅ 

３１１子ども甲状腺がん損害賠償請求訴訟 

① ⼩児甲状腺がんは年間１００万⼈に１〜２⼈しか発⽣しない希          
少な癌である。�
② 福島県では、事故後３８万⼈の⼦どもから、少なくとも２９３
名の⼩児甲状腺がんが発⽣した。明らかに多発している。�
③ ⼩児甲状腺がん発症の第⼀の原因は被ばくである。�
④ 原告らは相当程度の被ばくをした。�
➡よって、原告らの⼩児甲状腺がん発症の原因が被ばくであると事
実上推定される。被告がこれを争うのであれば、被ばく以外の原因
であることを被告において証明しなければならない。�



⼩児甲状腺がんの発⽣数は、�
年間、１００万⼈に１〜２⼈ 
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甲全第１２号証	



⼩児甲状腺がんの第⼀の危険因⼦は�
放射線被ばく 
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甲第１１号証（甲状腺腫瘍診療ガイドライン2010年版） 



原告らの請求内容 
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l 包括一律請求であること	

l 片葉切除の原告は８８００万円、全
摘になった原告は１億１０００万円	



予想される反論(1) 原告らは甲状腺がんに�
罹患するほど被ばくしていない。 
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l 国は、どの程度被ばくすれば甲状腺がんが発⽣すると考えているのか�

甲全第２２号証（「原子力災害時における安定ヨウ素剤予防服用の考え方に
ついて」平成14年4月　原子力安全委員会ほか）	



         �
チェルノブイリ核事故後の⼦ども�

及び⻘少年における甲状腺悪性腫瘍�
統計的データと臨床形態学的特徴  

ミコラ・トロンコ�
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訴状６４頁	



「原発事故後のヨウ素予防ガイドライン」�
 WHO 　1999年 
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WHOは、１９９９年にガイドラインを更新し、１８歳以下
の小児に対する安定ヨウ素剤投与指標を１０mSvとす
ることを世界に向けて勧告した	

甲全第２６号証の２	



甲全27号証	



　 
　　　　甲状腺直接測定のサボタージュ�
  3/24〜30にいわき市、川俣町、飯舘村で�
    わずか1080⼈に実施したのみ�
 

【問題点】�
・基準値は、12⽇間連続摂取モデルで計
算。しかし、3/15摂取モデルの⽅が妥当
ではないか。�
・測定値から控除するバックグラウンド
線量として、会場の空間線量ではなく、
被験者の着⾐の線量を採⽤していた。�

甲第２９号証添付資料13の4/5⾴（川俣町）�

基準値の0.2mSvに達した者はいない。�



(1) 除染基準１０万CPMへの引き上げ 
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l 除染基準は、体表⾯１万３０００ｃｐｍと決められていた。�
l このような環境下にいれば、吸⼊した放射性ヨウ素が１歳児甲

状腺等価線量１００mSvに相当するとして導き出された数字�
l ところが、福島県が除染基準を１０万ｃｐｍにあげてしまった。�
l 福島県の公表では、１０万ｃｐｍをこえたのは１０２⼈、1万

３０００ｃｐｍから１０万ｃｐｍが９０１⼈�

訴状93～95頁	



(2) ⼩学校校庭の⼟壌汚染 
～日本原子力研究開発機構～ 

甲全34号証	



ベラルーシ国内の放射能汚染状況 
I.I.マトビエンコ外 
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甲全36号証	



(4) ⼤気中の放射性ヨウ素（甲全40号証） 
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l 福島市紅葉⼭のモニタリングデータ  ３/１５の１５時〜１６⽇３時
の間に福島市にプルーム襲来�
�
３/１５の１７〜１８時の⼤気中のヨウ素131 １万９１００ベクレル/㎥�
１０歳児の呼吸量は１⽇あたり１５㎥程度�
すると、１０歳児が１時間⼾外にいただけで、１万2000ベクレルのヨウ
素131を吸⼊したことになる。�
（19100Bq×15㎥/24）＝11937bq�



(3) ⾷品からの摂取（甲全第３８号証 
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l ３.１１以降も、福島県内では流通は機能していた。�
l 政府が暫定規制値（ヨウ素については野菜は2000ベクレル/ｋｇ、飲料⽔や⽜乳は300ベクレル/ｋｇ）
を定めたのが3/17�

l 最初の出荷制限が3/21（対象は、福島県，茨城県，栃⽊県，群⾺県のホウレンソウ及びカキナと，福島
県内の原乳のみ）�

l その後も測定されない⾷材は流通していた。�
l データが隠された。�

【３⽉１８⽇〜３⽉１９⽇】�
 福島市のアサツキから，４万８０００㏃/㎏のヨウ素１３１，７万６０００㏃/㎏のヨウ素１３２，６万
４０００㏃/㎏のセシウム１３４，６万４０００㏃/㎏のセシウム１３７�

 ⼤⽟村のホウレンソウからは，４万３０００㏃/㎏のヨウ素１３１，７万３０００㏃/㎏のヨウ素１３２�


